
地域医療構想調整会議における
議論の進め方について
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令和元年度 宮城県地域医療構想調整会議



地域医療構想の推進①

※厚生労働省ホームページ 2



地域医療構想の推進②

※地域医療構想策定ガイドライン

毎年度の病床機能報告制度による集
計数

地域医療構想の必要病床数

（比較）

構想区域内の医療機関の自主的な取組

地域医療構想調整会議を活用した
医療機関相互の協議

地域医療介護総合確保基金の活用

地域医療構想策定後の取組

実現に向けた取組とＰＤＣＡ
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地域医療構想の推進③

医療機関及び都道府県における取組

●自らの行っている医療内容やその体制に基づき，将来目指していく医療について検討を行うことが必要

●地域医療構想調整会議を活用した医療機関相互の協議により，地域における病床の機能の分化と連携に
応じた自院の位置付けを確認

●次年度の病床機能報告への反映や地域医療介護総合確保基金の活用を検討し，更なる自院の運営の改
善と地域における役割の明確化を図る

医療機関

●地域医療構想調整会議の設置

●病床機能報告制度により，各医療機関が担っている病床機能の現状を把握・分析

●各医療機関が地域における将来のあるべき姿に応じて検討できるような資料・データの作成

都道府県

※地域医療構想策定ガイドライン
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地域医療構想調整会議の設置①

都道府県は、構想区域等ごとに、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他

の関係者との協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画において定める将来の病床数の必要量を

達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項について協議を行うものとす

る。（※医療法第３０条の１４ ）。

宮城県
地域医療構想策定調整会議

宮城県
地域医療構想調整会議

地域医療構想の策定まで 地域医療構想の策定後

●地域医療構想の策定に当たり，宮城県は二次医療圏ごとに「地域医療構想策定調整会議」を開

催し，地域の関係者の意見を聴取。

●平成２８年１１月の地域医療構想策定後は，当該「地域医療構想策定調整会議」を引き継ぐ形

で「宮城県地域医療構想調整会議」を設置。
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地域医療構想調整会議の設置②

設置区域

仙南

仙台

大崎・栗原

石巻・登米・気仙沼

仙台市域部会

塩釜・黒川地区部会

名取・亘理地区部会

●構想区域ごとに設置

●病院数が多い仙台区域については，円滑な協議を可能とするため，３地区に分けた部会を別途開催

宮城県地域医療構想調整会議の概要

病院，医師会，歯科医師会，薬剤師会，看護協会，保険者，市町村，保健所

構成員
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議論の進め方のイメージ

地域における医療提供体制の現状と地域医療構想で示された今後の医療需
要を把握する

足下の医療提供体制と今後の医療需要を踏まえつつ，日常の診療や業務を
通じて感じる地域の課題を医療機関，関係団体，行政間で共有する

課題解決に向け，地域で不足すると考えられる医療機能や役
割について議論する

病
床
機
能
報
告
に
反
映

調整会議

調整会議で得た地域のデータや課題を踏まえ，今後自院が担うべき医
療機能・役割を検討（病床の機能分化・連携）

医療機関における自主的な取組
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議論を行うに当たって注意が必要な点

病床機能報告と地域医療構想の将来推計はそのまま比較できるものではない！

病床機能報告

急性期として報告

病棟Ａ（４０床）

地域医療構想の将来推計

急性期相当の
患者 ３０人

ある日の病棟Ａ（４０床）

回復期相当の
患者 １０人

２０１３年度の入院受療率（患者数／人口）
（性・年齢階級別・４機能別）

２０２５年度の推計人口（性・年齢階級別）

病床稼働率

２０２５年度の必要病床数

患者数
をベースに
病床数を算出

病棟単位で報告

実際の病棟内には様々な病期の患者が混在し
ているが，病床機能報告では一つの機能しか
選択できない
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「地域医療構想の進め方について」※のポイント

9出典： 地域医療構想に関するワーキンググループ（第１４回） 資料１より抜粋



令和元年度の地域医療構想調整会議について
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医療法第３０条の１４ 都道府県は，構想区域その他の当該都

道府県の知事が適当と認める区域（第３０条の１６第１項にお

いて「構想区域等」という。）ごとに，診療に関する学識経験者

の団体その他の医療関係者，医療保険者その他の関係者

（以下この条において「関係者」という。）との協議の場（第３０

条の２３第１項を除き，以下「協議の場」という。）を設け，関係

者との連携を図りつつ，医療計画において定める将来の病床

数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の

達成を推進するために必要な事項について協議を行うものと

する。

１ 地域医療構想調整会議について
医療法第３０条の１４の規定に基づき，構想
区域ごとに，地域医療構想の推進のために必要
な事項について，診療に関する学識経験者の団
体，その他の医療関係者等との協議の場を設け
るために設置するもの。本県では平成２９年６月
に設置。

２ 平成３０年度の開催状況
○ 各構想区域で調整会議を開催
（仙南，仙台，大崎・栗原，石巻・登米・気仙沼）計４回
○ 仙台区域では部会を開催
（仙台市域，塩釜・黒川，名取・亘理） 計３回
○ 各地域で意見交換会を開催（青葉・泉①，宮城野・若
林・太白①，塩釜・黒川①，名取・亘理①，仙南②，大崎・
栗原②，石巻・登米・気仙沼②）計１０回
※地域医療構想調整会議の資料等

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/iryou/kousou-
ichouseikaigi.html）

３ 令和元年度 宮城県地域医療構想調整会議の開催
（１）開催目的等
○ 病床機能報告及びその他データの状況共有（継続）
⇒ 各病院が圏域の医療の現状を把握可能に

○ 各医療機関が担う役割（具体的対応方針）や転換予定等を情報共
有・意見交換（継続）
⇒ 各医療機関が自院の方向性を確認可能に

○ 外来医療計画の策定（新規）
⇒ 外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化
⇒ 医療機器の配置・保有状況，共同利用の方針等の情報を可視化

（２）開催回数等
○ 開催回数は年２回
（各地域の状況により，必要に応じて，病院長等による意見交換会や
地区部会（仙台区域）を開催）
○ 各地域で情報共有
（各地区対の理事会等において，地域医療構想及び調整会議の協議
状況について情報共有）

（３）スケジュール（予定）
H31. 4～ R1. 6月 医療機関・郡市医師会に地域の課題ヒアリング
R1. 5 ～ 9月 情報共有（各地区対で随時）
R1.10～11月 地域医療構想調整会議①
R2. 1 ～ 2月 地域医療構想調整会議②



２０４０年を展望した医療提供体制の改革について（イメージ）

11出典： 地域医療構想に関するワーキンググループ（第2１回） 資料１より抜粋



地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について

12出典：第2回医療政策研修会・第2回地域医療構想アドバイザー会議（令和元年8月30日開催） 資料１より抜粋



地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

13出典： 地域医療構想に関するワーキンググループ（第23回） 資料１より抜粋



具体的対応方針の検証について

14出典： 地域医療構想に関するワーキンググループ（第23回） 資料１より抜粋



【参考】知事の権限による病床の機能分化・連携の推進①

出典： 地域医療構想に関するワーキンググループ（第４回） 資料３ 15



出典： 地域医療構想に関する
WG資料を基に作成
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【参考】都道府県知事の権限の行使の流れ

基準病床数制度 地域医療構想

当該申請に係る二次医療圏の既存病床数
の数が既に基準病床数に達している、又は
当該申請による病床数の増加によって超え
ることが認められる場合

【過剰な医療機能への転換の中止等】 【不足する医療機能への転換等の促進】

・ 病床機能報告において基準日と基準日
後の病床機能が異なる場合であって、
・ 基準日後病床機能に応じた病床数が、
将来の病床の必要量に既に達している
場合

①都道府県知事への理由書提出
②調整会議での協議への参加
③都道府県医療審議会での理由等の
説明

都道府県医療審議会の意見を聴いて、
病床機能を変更しないことを命令（公的医
療機関等）又は要請（民間医療機関）

病床機能報告

不足する医療機能に係る医療を提供する
旨の条件を開設等許可に付与

正当な理由がなく、当該勧告に
係る措置を講じていない場合

都道府県医療審議会の意見を聴いて、期
限を定めて、当該勧告に係る措置をとるべ
きことを命令

正当な理由がなく、条件に従わない場合

都道府県医療審議会の意見を聴いて、期限
を定めて条件に従うべきことを勧告

医療機関の新規開設、
増床等の許可申請

地域医療構想の達成を推進するために必
要な事項について、協議の場での協議が
調わないとき等

都道府県医療審議会の意見を聴いて、不
足する医療機能に係る医療を提供すること
を指示（公的医療機関等）又は要請（民間
医療機関）

関係者及び医療機関の新規開設、増床等
の許可申請者に対し、調整会議での協議

への参加を求めることができる

当該申請に係る構想区域における既存病
床数が、将来の病床数の必要量に既に達
している、又は当該申請による病床数の増
加によって超えることが認められる場合

①都道府県知事への理由書提出
②調整会議での協議への参加
③都道府県医療審議会での理由等の
説明

理由等がやむを得ないものと
認められない場合

都道府県医療審
議会の意見を聴
いて、当該措置を
講ずべきことを勧

告

要請を受けた者
が、正当な理由が
なく、当該要請に
係る措置を講じて
いない場合

要請の場合
（民間医療機関）

命令の場合
（公的医療機関等）

命令・勧告に従わない場合

都道府県医療審
議会の意見を聴
いて、許可を与え
ないことができる

理由等がやむを得ないものと
認められない場合

公的医療機関等

命令・勧告に従わなかった旨を公表

第７条の２

第30条の11

第30条の15 第７条第５項

第30条の16

第30条の14

第30条の17

第30条の18

都道府県医療審
議会の意見を聴
いて、当該措置を
講ずべきことを勧

告

要請を受けた者
が、正当な理由が
なく、当該要請に
係る措置を講じて
いない場合

要請の場合
（民間医療機関）

命令の場合
（公的医療機関等）

命令・勧告に従わない場合

命令・勧告に従わなかった旨を公表

第30条の17

第30条の18

第27条の２

命令に従わない場合

命令に従わなかった旨を公表

都道府県医療審
議会の意見を聴
いて、許可を与え
ないことができる

医療審議会の意見
を聴いて、申請の
中止又は申請病床
数の削減を勧告す
ることができる

民間医療機関公的医療機関等
第30条の11

保険医療機関の指定の申請保険医療機関の指定の申請

民間医療機関

医療審議会の意見
を聴いて、申請の
中止又は申請病床
数の削減を勧告す
ることができる

厚生労働大臣は、勧告
に従わなかったときは、
勧告を受けた病床の全
部又は一部を除いて、
保険医療機関の指定を
行うことができる

厚生労働大臣は、勧告
に従わなかったときは、
勧告を受けた病床の
全部又は一部を除い
て、保険医療機関の指
定を行うことができる

健康保険法第65条第４項

医療機関の新規開設、増床等の許可申請
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